
　市民ニーズなしのオンデマンド投票事業

 「市長・市議会議員選挙オンデマンド型移動期日

前投票事業」は、投票所へ行くことが困難な方が

自宅で投票が行えるという事業です。しかし、実

証実験参加者へのアンケートでは、本番の選挙で

も利用したいという方が25％、どちらでもないが

16%、本番選挙では利用したくないと答えた方が

36%もおり、本事業がニーズに基づいた施策とは

言えません。事前予約が必要ですが、電話予約で

十分です。新たなシステム開発費に一般財源約

1000万円をかける必要性がありません。

また、自宅に大型車が入らない場合、近くの集会

所に移動投票車を駐車し、借り上げタクシーで送

迎する計画といいますがタクシー券の配布で対応

可能です。使うかどうか分からないタクシー借り

上げ料116万1000円は必要ありません。

　令和6年度予算 　　日本共産党は反対!!　
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橋本　佳子

　能登半島地震では木造住宅の倒壊や火災により

なくなった高齢者の皆さんが大勢いました。

高齢世帯なので、将来の活用や費用を考えるとリ

フォームすることに消極的になる実情があるよう

です。そこでつくば市において木造住宅の耐震化

がどうなっているのか調べてみました。住宅耐震

化緊急促進アクションプログラム2023を見ると耐

震診断を受けた戸数は10戸、そのうち耐震改修し

た家屋は、１戸にとどまっています。　

木造住宅の耐震化で防災に強いまちづくりを
今回の地震の教訓を生かすために、補助制度を使

いやすくする取り組みが必要と要望しました。

都市建設部長

　能登半島地震以後相談件数が増えています。今

後は、耐震改修を増やすため市主催の補助制度に

ついての相談会を交流センターなどでも開きたい

と答弁しました。　

 市民生活が大変な時に議員報酬値上げ　　　　
　物価の高騰、低賃金で市民の暮らしが大変なと

きに、年間200万円以上の議員報酬の値上げ予算

を計上しました。おいしいと評判の給食を提供し

てきた茎崎給食センターは、建て替え要望もあり

検討するはずでした。ところが、地元保護者に説

明もなく閉所を決めました。茎崎第2小学校に隣

接する岩崎保育所跡地に、地元から要望もない茎

崎第2小学校限定の自校式給食レストランの設計

費用約2億2千万円の予算を突然計上しました。

児童クラブを立てる用地がなかっために、空き教

室活用をしてきた第2小学校児童クラブの子ども

たちのために児童クラブ建設こそ優先されるべき

です。以上のことから市民生活からかけ離れた予

算に反対しました。　　　

橋本　佳子の一般質問



  子ども部長答弁

　民間児童クラブの利用料補助については、放

課後児童健全育成事業で定める民間放課後児童

クラブ利用料助成金支給規則で決めています。

生活保護世帯もしくは市民税所得割非課税世帯

を対象に補助を行っているため新たな補助制度

については考えていないと答弁しました。

児童数の増加に学校も公設児童クラブ室が追い

付かず、新設校はさらなる増設で大規模化して

います。現状は民間に頼らざる負えない状況に

なっています。重い負担が保護者に掛かってい

ます。児童クラブを利用する家庭への補助は必

要と検討を要望しました。
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就学援助費の対象項目新年度から拡充（12月議会で提案）

つくば市は、児童生徒が増加し共働き世帯が増加

しています。そのために公設公営児童クラブもし

くは公設民営の児童クラブでは受け入れが困難な

状況となっています。

  公設児童クラブは、おやつ持参で月額4000円で

す。民間の児童クラブは、学校からの送迎や、お

やつ・土曜日の食事提供など施設によって様々な

サービスを提供しているため児童クラブの利用料

は、公立に比べ割高です。選択肢の一つではあり

ますが、公設公営の児童クラブを希望しても入れ

ず民間児童クラブを利用している保護者にとって

は、負担が大きくなります。公設と民設の利用料

金の格差解消のため民間利用する保護者に対して

補助制度を設けることを提案しました。

発 行 元

12月議会の一般質問で取り上げた
就学援助費の対象項目が広がりま

した。つくば市は国が示す項目す

べてに対応しているわけではあり

ませんでした。水戸市などの例を

示し対象項目を増やすことを求め

ました。　　　　　　　　　　　

民間放課後児童クラブ利用料の補助を


